
 

                       ２０２２年 ８月 ３１日 

仙台市議会 

   議長 赤間 次彦 様 

    

統一協会（世界平和統一家庭連合）および関連団体とのかかわりの

有無等、市民の疑念にこたえて仙台市議会自ら調査し、公表するよ

う求める申し入れ 

                   

 日本共産党仙台市議団 

                          団長 嵯峨 サダ子 

 

日頃より、議会の民主的運営や活性化等にご尽力いただいていることに、深く

敬意を表します。 

安倍元首相の痛ましい銃撃死亡事件を契機として、連日、統一協会（世界平和

統一家庭連合）およびその関連団体と政治家の関係が大きな問題として取り上

げられています。 

統一協会については、集団結婚や霊感商法、高額献金の問題等で、元信者や家

族などからの被害相談は、現在も後を絶たない状況です。全国霊感商法対策弁

護士会によると、１９８７年から２０２１年までの間に、全国の消費生活セン

ターへの相談と合わせて、計３万４５３７件の被害相談が寄せられており、そ

の被害額は１２３７億円に上っています。統一協会がコンプライアンス宣言を

行ったとする２０１０年以降だけでも相談件数は２８７５件、被害額は１３８

億円とのことで、これは氷山の一角であるとの指摘もされています。 

こうした団体と政治家が様々な形で関与していることが、岸田政権の閣僚や国

会議員のみならず、地方議員や地方自治体についても次々と明らかになる中、

市民からは、本市議会議員についても、関連はあるのか、きちんと調査し明ら

かにすべきではないかとの声が寄せられています。当然のご意見であり、赤間

議長のイニシアチブのもと、本市議会として早急に対応するよう、下記の通り

求めます。 

 

 



                 記 

 

１、 仙台市議会所属の各議員がこれまで統一協会およびその関連団体等と、

どのようなかかわりがあったのか、選挙の支援を受けた、団体への会費

の納入や集会・イベントへの出席、祝電やメッセージの送付、税金であ

る政務活動費を当該団体及び関連団体の会費や書籍などの購入に充当し

ていた等、アンケートを取るなど調査し公表するなど、市民の前に明ら

かにすること 

 

１、 調査の結果、当該団体等との関連が確認された際には、ご本人自らが経

過や今後のかかわり方などについて市民に説明をおこなうよう、議会と

して要請すること 

 

以上 

 

＊文中の「統一協会」との表記について 

日本共産党と「しんぶん赤旗」は、「旧統一協会」（世界平和統一家庭連合）の表記

を「統一協会」としています。２０１５年に「世界基督教統一神霊協会」から現在

の名称に変更しましたが、霊感商法や集団結婚などで社会的批判を浴びてきたカル

ト集団であることに変わりなく、政府が名称変更を認めたこと自体が不当であると

の考えによるものです。 

８月１２日に党としてこうした考えを表明したことに基づき、今回の要望書につい

ても「統一協会」との表記としています。 


